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１．はじめに
筑波大学には，明治時代の師範学校や高等師範学校時代からの伝統を持つ附属
小学校，附属中学校，附属高等学校や，有数の進学校である男子校の附属駒場中
学校・高等学校（２校として数える），総合学科の附属坂戸高校，そして障害児教
育で日本を代表する古い歴史を持つ視覚特別支援学校と聴覚特別支援学校，主に
肢体不自由障害児を対象とする桐が丘特別支援学校，主に知能障害児童を対象と
する大塚特別支援学校，幼少児童の自閉症児と発達障害児を対象とする久里浜特
別支援学校という，異なる11校種の附属学校がある。それぞれの特色をもっと詳
細に知りたい人は，『日本の教育を拓く　筑波大学附属学校の魅力』を参照しても
らいたい(1)。また，現在，時事通信社の『内外教育』で「筑波大学附属の実践」
を連載中なので，11の附属学校の特色ある授業実践や教育実践を参考にしてもら
いたい(2)。最初に強調しておきたいことだが，このように多様な附属学校種を持
つ大学は国内，海外にも存在しないであろうということである。このことは，大
学と緊密な関係を保持する古い伝統と多様な校種からなる附属学校が，日常的な
協働と連携に裏打ちされた共同研究と教育実践の成果を発信し続けるならば，必
ずや大きなインパクトを国内外の教育に与えるであろう，ということを意味して
いる。
２．「高大連携」と「高大接続」
多くの大学は少子化の動向のもとで全入時代を迎えつつある大学進学事情のた
め高大の連携と接続のあり方に大きな関心を向けている。因みにインターネット
で〈高大連携〉を調べると，コトバンクは「高校と大学が連携して行う教育活動。
高校生が大学の公開授業に参加したり，教授などが高校に出向いたりするものや，
高校と大学で協定を結んで独自のプログラムを組む場合もある。99年に中央教育
審議会が大学と高校を通じた全体教育の必要を訴える答申を出したのを機に全国
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的に普及した。」(3)と説明している。
平成11年（1999）12月の中教審の答申「初等中等教育と高等教育との接続の改
善について」は，周知のように，①初等中等教育の役割，②高等教育の役割，③
初等中等教育と高等教育との接続の改善のための連携のあり方，④初等中等教育
と高等教育との接続を重視した入学者選抜の改善，⑤学校教育と職業生活との接
続から構成され，義務教育を修了して進学する多様化した後期中等教育機関と，
進学しようとする大学等の高等教育機関の多様化に伴う「高大接続」のあり方や，
多様化する進路選択に必要なキャリア支援のあり方について言及するものであっ
た(4)。
「高大連携」とは，入学者選抜と切り離して，主に大学の授業を体験することを
目的に行われる高大で協同して行われるプログラムで，大学訪問やキャンパス・
インターンシップによる大学授業の提供，高校生の科目等履修生としての公募，
その他の出張授業や出前授業の提供等を含んでいる。一方「高大接続」とは，入
学者選抜を前提とする授業や単位の提供を含んだプログラムを主な内容とするも
ので，提供された教育プログラムの成績や独自の特別入試枠や推薦枠と結びつい
て考えられている。また，主に私立大学の附属学校が実施しているような「高大
接続」は，大学の学部との関連で実施される出張授業等の形態をとる「高大一貫
教育」として考えられている(5)。
高大の「連携」と「接続」には多くの試みが見出される。例えば千葉大学の先
進科学センターでは，平成９（1997）年から，17歳の高校生を大学1年生として受
け入れる早期高等教育（飛び入学）を実施していることでよく知られている。高
大連携企画室を設置し，オープンキャンパスや模擬講義という学部や学科を紹介
するプログラムと異なる協定校の生徒への大学の授業の一部受講を認めている一
方，平成19（2007）年から学生募集とは切り離した形で「高校生理科研究発表会」
を開催して好評を博している(6)。
お茶の水女子大学では高等学校教育の質保証をもたらす高校教育の高大連携に
よる構築を求めて平成17（2005）年から「高大連携特別教育プログラム」を進めて
おり，その一環として「教養基礎」と名づけられた国語，数学，英語の授業を学
校設定科目として附属高等学校で実施している。平成20（2008）年度入試から，「高
大連携教育プログラムに基づく特別選抜」（募集人員10名程度）が実施されている。
この特別選抜制度は，附属高等学校長の推薦に基づき，通常の高等学校教科・科
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目カリキュラム，特別教育プログラムの成績，及び口述試験による資質，能力，
意欲等の評価によって合否が決定されている(7)。
東京工業大学も，平成17（2005）年度から附属高等学校や指定校との高大連携特
別選抜（20名）を設けている。この選抜は学力だけでなく実験・実習・課題研究
から実践的な能力を評価しようとする指定校推薦入試である。しかしこの特別入
学の資格試験は平成24年（2012）度から「推薦入試」（10名）に変更される予定とな
っている。
また，高等学校教育の質保証と大学教養教育の質保証の観点から「高大接続テ
スト」の導入が問題視され始めたことも知っておく必要がある。平成20（2008）年
の中教審の答申「学士課程教育の構築に向けて」では，「大学全入時代を迎えた今
日，教育の質を保証する観点から，システムとして高等学校と大学との接続のあ
り方を見直すことが重要である」とし，高大の「接続」を高等学校と大学の教育
の質保証に実効あるものとすること，そのために高校と大学が十分に摺り合わせ
て大学進学者の学力を客観的に把握できる仕組み（例えば高大接続テスト）を作
り出す必要性等，が指摘された(8)。
高大の「接続」と「連携」には多様な形態が存在する。入学志望者の増加を視
野に入れた「出前講義」や「出張授業」，大学入試のあり方に関する高・大の共同
研究の実施と担当部局の設置，高校と大学と連携した課題研究の推進，SSH指定
校に見られるような高大連携の一貫カリキュラム化，学びとキャリア教育におけ
る高大連携の試み，小・中・高・大を繋ぐ一貫教育とカリキュラム研究，小・
中・高・大の接続と分節（アーティキュレーション）に関する共同研究の推進，
教育実習における小・中・高との協力関係，高大連携による地域貢献や社会貢献
への参与，等々多様である。「高大接続」と「高大連携」の試みは多様であり，そ
の全体像は十分に調査されていない。多くの大学や高校での固有な取組みに関す
る詳細な調査については今後を待たねばならない。
３．国立大学附属学校と大学
国立大学法人とそれに付設された附属学校との間の連携の問題をどのように考
えたらよいのであろうか。国立大学または学部の附属学校は，現在262校あり，約
99,000人の児童生徒が在学している。教員養成大学・学部に附属するのは217校，
非教員養成大学・学部に附属するものは45校である。こうした附属学校の活用に
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ついて言及したのが平成21（2009）年１月27日に野依良治委員長の国立大学法人評
価委員会で取りまとめられた「国立大学法人の組織及び業務全般の見直しに関す
る視点」である。
その中で「附属学校は，学部・研究科等における教育に関する研究に組織的に
協力することや，教育実習の実施への協力を行う等を通じて，附属学校の本来の
設置趣旨に基づいた活動を推進することにより，その存在意義を明確にしていく
ことが必要」(9)と指摘され，３月26日に開催された国立大学法人評価委員会総会の
議事に「附属学校に関する検討」が取り上げられて，資料として「国立大学附属
学校の新たな活用方策等について」（以後「新たな活用方策」）が付された。この
「新たな活用方策」は第二期中期目標・中期計画に資するため，すぐさま国立大学
法人の附属学校関連部局に配布された。
その中で附属学校の教育活動が不活発で，存在意義が不明確で，大学・学部や
地域の教育界の期待に応えていないという指摘があること，大学・学部における
教育研究に関する協力の軽視，大学による教育実習の附属学校への放任という状
況を問題にした。そして「附属学校が，附属学校の特性を活かした先導的・実験
的な学校教育の実践への取組を通じて国の教育政策に寄与するという役割を発揮
することは，現状では難しいものと考える」と指摘したのであった。そして「①
国立大学の附属学校である特性を生かし，大学・学部の持つ人的資源を活用しつ
つ，公立学校で実施するものとは異なる先導的・実験的な取組を中長期的視点か
ら実施し，関連する調査研究を推進する〈拠点校〉として，国の教育政策の推進
に寄与すること，②地域の教育界との連携協力の下に，地域の教育の〈モデル校〉
として，地域の教員の資質・能力の向上，教育活動の一層の推進に寄与すること」
が指摘され，各附属学校の存在意義（役割）を明確にすることが求められた。(10)
こうした国の教育政策の〈拠点校〉化と地域の教育のための〈モデル校〉化とい
う指摘が国立大学の附属学校におけるさまざまな「接続」と「連携」の取組みを
活発化しているもう一つの重要な背景要因といえよう。
４．筑波大学と附属学校における「連携」と「接続」
筑波大学の第二期中期目標・中期計画における大学と附属学校との「連携」と
「接続」の問題を一瞥した後，附属学校教育局と附属学校が現在取組んでいる連携
の取組みを検討する。言うまでもないことだが，大学と附属学校との「連携」や
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「接続」の問題は，必ずしも附属学校教育局が専ら所轄する問題ではない。特に
「高大連携」の問題は，筑波大学教育担当副学長が所轄する大学のアドミッショ
ン・ポリシーに関係しており，附属学校の範囲を越えるある種の社会連携や地域
連携のプログラムの中にも，地域の初等中等教育との連携ないしはその契機が重
要な問題として存在しているということを念頭に入れておく必要がある(11)。
１）第二期中期目標・中期計画と平成23年度重点施策における「連携」と「接続」
国立大学法人第二期中期目標・中期計画では，「蠢．大学の教育研究等の質の向
上に関する目標　１．教育に関する目標　盧教育内容及び教育の成果等に関する
目標」には，その第三番目に｢入学者受入れの方針を明確化し，優秀な学生の受入
れを実現する方法と体制を整備する｣という目標が掲げられている。中期計画には
その措置としての具体的方策は「①学士課程の入学者選抜においては学位授与の
方針及び教育課程編成・実施の方針に従って，自発的に学修し所期の成果を収め
ることのできる優秀な学生を受入れるために，高等学校段階で習得しておくべき
内容・水準の明示を含めた入学者受入れの方針及び選抜内容・方法を明確化する」
とされ，平成23年度の重点施策・改善目標で「各学類・専門学群，アドミッショ
ンセンターにおいて，入学者受入れ方針及び入学者選抜内容の見直しに係る関連
調査を実施する」ことや「科学的思考力に優れた学生を確保するために，特別入
試を総括し，基本的事項を策定する」(12)ことがあげられている。
また，同じ23年度重点施策・改善目標では，今までも実施されてきた附属学校
での選択講習である「附属学校実践演習」を含む「総合大学の特色や特定専門分
野の特性を活かし，社会の要請等を踏まえた質の高い教員免許状更新講習や新規
の履修証明プログラムを実施する」ことを掲げている。
更に，新たに開設する教育社会連携室で，社会的ニーズを踏まえた生涯学習の
ための新プログラムを開発するために「生涯学習における東京キャンパスの活用
について検討する WG を設置し，新たな研修プログラム推進原案を策定する」(13)
こと，「新たに設置した教育社会連携推進室において，地域の自治体や教育研究機
関と連携しつつ，教育社会連携事業の一層の推進を図る。また，生涯を通じた高
度で幅広い学習機会を提供するための公開講座の拡充方策の原案を作成する」と
いう課題が掲げられている。こうした新たな課題には，附属学校やその教員等の
活用も検討の対象となることと思われる。
附属学校教育局は，第二期中期目標で「初等・中等教育から高等教育への一貫
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した人材の育成のために，大学との教育研究の連携・協力を強化する」ことと
「社会の要請に基づく，国際的視野をもった基礎学力の修得や生涯学習体系の基盤
のモデルとなる先導的な初等・中等教育拠点を形成する」という目的を掲げてい
る。中期計画では連携に関する具体的方策として「大学との緊密な連携・協力体
制を構築し，附属学校の特性に応じて学校教育の今日的課題に関する共同研究・
共同事業を推進するとともに，大学教員による附属学校の積極的な支援を行う」
としている。
また，初等・中等教育の教育研究拠点形成に関する具体的方策として，いわゆ
る「３つの教育研究拠点構想」を打ち出し，カリキュラム開発等の先導的教育研
究拠点，教師教育研究拠点，国際教育研究拠点を目指す実験的モデルを構築する
ことを掲げている。同時に，全国的な特別支援教育の研究拠点として，大学及び
附属諸学校相互の連携・協力体制と相談支援体制を構築し，超早期教育や交流・
連携などの先導的実験を実施し，その成果を広く発信することを掲げている。
２）「３つの教育研究拠点」に向けた再構造化と大学との連携
（１）大学・附属学校連携委員会
大学と附属学校の連携は，附属学校教育局次長（教育）が委員長として組織す
る大学・附属学校連携委員会によって推進されている。この委員会は，筑波大学
と各附属学校との連携を強化し，大学の教育・研究に協力し，わが国の教育の発
展に貢献することを目的に設置されている。各附属学校にはそのために個別の筑
波大学連携小委員会が設置されている。その構成メンバーは各附属学校の校長，
副校長，研究部主任，教務部主任，附属学校教育局教員（指導教員），委員会の運
営上必要と認める筑波大学教員によって構成されている。
この委員会の主要な業務は，各附属学校の催す研究発表会への大学の連携と協
力であるが，連携を意識したより大きな取組みとして「附属学校教育局プロジェ
クト研究」を推進し，その成果を毎年度末に発表する「筑波大学附属学校研究発
表会」の開催にある。そこでは11の附属学校が独自に取組んでいる教育実践や研
究と，附属学校教育局の指導教員と附属学校の教員と大学の教員が推進している
プロジェクト研究の成果が発表される。現在，プロジェクト１「学校で〈気にな
る子ども〉の支援に関する研究」，プロジェクト２「子どものコミュニケーション
能力を育てる」，プロジェクト３「附属学校の〈知〉を活かした教師教育の創造─
教師教育のカリキュラム開発と授業モデルの構築─」，プロジェクト４「国際的資
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質を育てる」，の４つのプロジェクトが推進されている。これらのプロジェクトに
は附属学校から121人，大学から18人と附属学校教育局の指導教員８人の総勢150
人が関与している。
（２）３つの教育研究拠点構想と関連する取組みの再構造化と「連携」と「接続」
現在，将来構想委員会の教育研究拠点構想推進企画部会に「先導的教育研究推
進部門」，「教師教育研究推進部門」，「国際教育研究推進部門」を設置して，３つ
の拠点構想に向けて各附属学校が取組んでいる課題を再構造化しようとしている。
この３つの推進部門は，従来からの委員会の成果と課題を具体的施策につなげる
ことを任務としている。
Ａ．先導的教育研究推進部門
先導的教育研究推進部門には「小・中・高一貫カリキュラム開発の研究」，「高
大連携（接続）の研究」，「教育相談・支援体制の研究」，「超早期段階における知
的・重複・発達障害児に対する先駆的な教育研究モデル事業」，「科学の芽賞の事
業」等の研究プロジェクトや事業が位置づけられている。
①小・中・高一貫カリキュラム開発の研究
ここでは小・中・高一貫の原理とアーティキュレーションの検討，講師を招
いての「才能と教育」，「認知的個性」についての学習会を開催している。従来
から行われてきた附属小学校，附属中学校，附属高校，そして大学とのカリキ
ュラム研究のための「四校研」の研究成果を，新たに先導的な教育研究拠点の
創出に向けて活用しようとしている。また，そうしたカリキュラム研究と平行
して，アーティキュレーション（学年区分）の制度的側面を研究するために，
平成22（2010）年10月にアメリカのシカゴ大学実験校やフランシス・パーカー校
等を視察した。
②高大連携（接続）の研究
「高大連携（接続）の研究に関する作業部会」が設置されており，筑波大学と
附属の高等学校（附属高校，附属駒場高校，附属坂戸高校，視覚特別支援学校，
聴覚特別支援学校，桐が丘特別支援学校）との高大連携のあり方を検討してい
る。この作業部会は，大学と附属学校の連携を「３つの教育研究拠点」の一つ
である先導的教育研究拠点へと再構造化する上できわめて重要な役割を果たし
ている。先導的教育研究拠点の形成に不可欠な「連携」を構築するために各附
属学校が取組んでいる「連携」に関する基礎的な調査結果を参照してもらいた
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表１．筑波大学と附属学校の連携（接続）の現状と課題
（６.29の作業部会提出メモより作成。2010.９.21 小林　汎）
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い(14)。（表１参照）こうした取組みを通じて11の附属学校は，先導的教育拠点
形成のために必要な大学との連携や課題を見出してゆくことができると考えて
いる。
③教育相談・支援体制の研究
教育相談・支援体制の面では，「心理・発達教育相談室」に加えて，旧来から
の特別支援教育コーディネーター連絡会を改組して「支援教育推進委員会」を
設置し，需要が増えている附属学校のための支援体制を再構造化している。附
属学校教育局の指導教員による附属学校や地域の子どもたちに対する教育相談
やケースカンファレンスという取組みは，きわめて先導的で社会貢献的な試み
であると考えている。
④超早期段階における知的・重複・発達障害児に対する先駆的な教育研究モデ
ル事業
大塚特別支援学校を中心にして，他の筑波大学の特別支援学校や障害科学系
と連携して推進されている文部科学省からの特別経費を受けたプロジェクトを
中心とした事業である。
⑤科学の芽賞の事業
朝永振一郎記念「科学の芽」賞は，平成18（2006）年の朝永振一郎博士生誕
100年記念事業（筑波大学，京都大学，大阪大学，国立科学博物館共催）を契
機に創始された「理科好きの子どもを育てる」ことを目的に企画された事業で
ある。当初は「筑波大学ノーベル賞記念青少年サイエンス事業」であったが，
朝永先生の言葉から「科学の芽」賞と命名されて平成18（2006）年５月に準備委
員会が結成された。小学生，中学生，高校生から科学の研究作品を募集し，優
秀作品に「科学の芽」賞を筑波大学学長から授与する催しで，今年度で第５回
を迎えた。全国から応募作品が寄せられ，年々応募作品が増加している，大学
と附属学校の重要な共同事業に成長している。
Ｂ．教師教育研究推進部門
この部門には，「教員免許状更新講習」，「現職教員研修（初任者研修，10年経
験者研修）」，「普通附属と特別支援学校連携」，「特別支援学校教員資格認定試験」，
「教育実習」，「附属学校教育局プロジェクト：附属学校の〈知〉を活かした教師教
育の創造─教師教育のカリキュラム開発と授業モデルの構築─」等の事業やプロ
ジェクトが位置づけられている。ここでは教員免許状更新講習と特別支援学校教
員資格認定試験について言及する。
①教員免許状更新講習
平成20（2008）年に教員免許状更新の予備講習が行われたが，それに備えて筑
波大学では教員免許状更新講習推進室を設置した。筑波大学方式と呼ばれる総
合大学の特色を活かした講習区分を採用しており，必修講習Ａ「教育の最新事
情」（12時間），選択講習Ｂ「現代教育の課題と展望」（６時間），選択講習Ｃ「教
養の新たな世界を体験する」（６時間），選択講習「附属学校実践演習」（６時間）
から成る。附属学校教育局は，附属学校の教育成果や技術を広く教員の資質向
上に資するために，筑波大学の全ての附属学校で取組まれる「附属学校実践演
習」を支援している。
②特別支援学校教員資格認定試験
特別支援学校教員資格認定試験は，文部科学省初等中等教育局から筑波大学
に委託されて実施している事業である。一次試験の筆記試験（一般教養科目，
教職に関する科目，自立活動に関する科目にはそれぞれ免除規定がある）と二
次試験の自立活動（実施年度は異なるが，視覚障害教育，言語障害教育，聴覚
障害教育，肢体不自由教育に応じて行われる試験）の試験に合格することによ
り特別支援学校自立活動教諭一種免許状が与えられる。こうした試験の問題作
成や実施に，大学（教育学系，心理学系，障害科学系の教員）や附属学校教育
局指導教員，附属学校教員等が参与している。
Ｃ．国際教育研究拠点部門
この部門は，各附属学校における国際交流や国際理解の取組みを活発にするた
めの「国際教育推進委員会」，「附属学校教育プロジェクト：〈国際的資質を育て
る〉」，「オリンピック教育」という取組みによって構成されている。
①国際教育推進委員会
全ての附属学校で個別に取組んでいる教員の海外交流や生徒の短期留学，海
外教師教育，国際交流協定を支援する委員会である。ここに CRICED や JICA
等のプログラムやプロジェクトへの協力，諸外国からの授業参観や諸外国から
の依頼で行う教科指導等に対する協力も含まれる。各附属学校の主な取組みに
関しては表２を参照してもらいたい。極めて多様な国際交流がそれぞれの附属
で行われており，それらの交流事業は，多くの場合，自己負担，外部資金や教
育長裁量経費の補助によってなされている。国際教育研究拠点としての事業に
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するためには，今後，より安定的な財政基盤を作ることが課題となる。
②オリンピック教育
国際平和教育としての「オリンピック教育」を推進するために，オリンピッ
ク教育プラットフォームを平成22（2010）年11月に体育専門学群と附属学校教育
局との連携によって立ち上げた。現在，オリンピアンの講演や大学教員による
出前授業，オリンピックの副読本の編集等を推進している。IOCとの連携も確
立しており，附属学校でのさまざまな取組みが筑波大学のホームページから広
表２．平成22年度附属学校国際交流（筑波大学附属学校教育局データ集より）
く世界に発信することができるよう取組んでいる。
５．おわりに
筑波大学とその附属学校の連携・接続は，極めて積極的に取組まれている。高
大の「接続」を措けば，むしろそうした連携は常態であるといってよいだろう。
現在取りまとめている「平成22年度　筑波大学附属学校教育局データ集」には，
こうした11校の附属学校が取組んでいる連携・接続に関する情報や，その他のさ
まざまなデータを収集して掲載する予定である。今後，大学と附属学校の連携と
接続，あるいは附属学校が関わるさまざまな取組みがそのデータ集の活用によっ
て活発化することを望んでいる。
しかし，より重要な点は，大学と附属学校が協働して，日本の教育を先導する
創意工夫と進取性に富んだ教育プログラムを開発し，発信し続けていく能力を練
磨することであろう。高等師範学校や東京教育大学によって築き上げられた教育
的デポジトリーを引き継ぐ筑波大学と附属学校は，日本の学校教育を先導する拠
点になるという強い自覚を持つことが重要である。世界に広く眼を開き，筑波大
学と全ての附属学校が総力を挙げて，わが国の将来に関わる様々な教育問題を予
測し，そうした問題に先駆けて取り組み，単なる模倣ではなく現実に即した固有
の解決法を提示し続けることが大切だと思う。繰り返すが，筑波大学は，11に及
ぶ異なる学校種の附属学校を擁している，おそらく日本のみならず世界における
唯一の大学である，ということの責任の重みを想起すべきだと思うのである。
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